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I.はじめに
最近議論されたE司法改箪は，一絞医Jえの司法に対する不信(司法の信綴危機)に
起因する。解放以後，わが隠では三三権分立の添加によって身分と独立が怒法上保障
された総業裁判官による司法制度が持続されてきた。しかしこれは肯定的な結果
アヲ
より好定的な給巣，すなわち，河法組織の鴇鎖性による司法の官僚主義化・権威主
義{とを~fjj ~，可法を由民から遊離させてきたコ官僚主義的・ 的な司法
は1)，司法が志向しなければならない民主的な正当性・公正段・客観{主・透明性・
普遍性に致命的な打撃をケ与え，結局i'司法{こ対する国民の不信をおめ，司法組織を
維持するための司法ではない，民主主義に基づいた田氏本位の司法のための議論を
本格的に引き出すきっかけになったc
このようなE司法改革の本質は，司法の民主化を通じて司法の独立性・公正性・客
綴性・透明性・普遍性・信頼性を確保することによって，王立{こ国民のための，国民
による，国民のE司法として生まれ変わるようにすることである2)0 一言でいえば，
司法改革の本質は. 2003年 10月28臼{こ最高裁判所の下に設躍された司法改革委
良会の 2004年 12月31Elの f可法改革のための建議書J(以下， i建議設j という)3) 
{こ示されているように， r司法での参与民主主義の実現Jということができる。こ
のような可法改革の本質的な内容を成すのは，正に r~ltその可法参与制度j といえ
る。その後，司法制度改務推進委員会{ふ司法改革委員会の建議書に即して「留氏
の刑事裁判参与に演する法律案jぞっくり， 2005年 12月6Elに国会へ提出したc
i司法律案は60条で構成され，約 lil:6カ月にわたる難航を経て，さる 200i年6月
1 1:1に沼会の本会議を通過し，「国民の刑事裁判参与に関する法律J(以下， i法j と
いう)として公布 (2008"手 1月1I二iから随行j されることになったc
本的では，難航を経て制定された r[il氏の刑事業主'FU参与制度Jの主な内容を?紹介
するとともに，この制度の問題点および裕完しなければならない点などをァ検討する
ことにする c
1. r国民の刑事裁判参与制度Jの主要内容
1. 陪審棋と参審詰Ijの混合および修正
国民が関与する司法制度の方式には|務審i11]4)と参審il11]5)がある。 通常，その形態
としては陪審制と参審制のいずれかが採択されることになる。しかし，間法(立国民
の刑事裁判参与制度の形態に関してi筏審告1]と参審制のし、ずれか一つを採択するので
はなく，両者の姿素を混合し，また一部合修正して実施することとした6)。これに
よって，関民の刑事裁判参与制度の主な内容には，陪審制の要素と参審制の要素が
混在，反映されることになった。これは，多分に，わが閣の実情に合う最も望まし
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い国民参与絞'fiJi制度ぞ兇っけなければならないという過度の強迫観念lこ自来したも
のということができる。
2. i賠審制j と f国民参与裁判jの用語使用
i翠民の刑事裁判参与(こ関する法俸は，第2灸で国民が参与する刑事裁判の名称を7
f田氏参与裁判j とし，その刑事裁判に参与する人全「結審員Jと綬定している。
まず， I陪審員という名称については，無作為の選抜方式と独立の評議手続など，
諮審制の重要な姿素を持っている点，また，参審制を採択しているプランスにおい
ても裁判に参与する人を陪審員と呼んでいる点、から，国民参与裁判に参与する人を
暗号奈良とnp.びうることに起i滋するものであるi)っ次{こ， r笥民参与裁判j というの
は，結審itlJと参審剰を混合しているわが国の際民参与裁判が英米式の陪審制と向…
の制度であると誤認される余地合防ぐために，中立的なfl語が採択されたのであ
る8)つ
3.対象事件
法第5条(立，国民参与裁判の対象事件ぞおおむね議採刑事事件に限定している。
そこでは，郊のl!:援護とともに裁判所の業務灸:ts.を考慮、し，年間 100-200件程度の
刑事事件を国民参与裁判で行うということで，対象事件の範閉が決定怠れた守)。
法第5条によると，対象となる犯罪lこは，まず，刑法上の犯罪で，死亡という結
果が生じた事件，強盗と強姦が総合された若手件，強盗または強姦{こ致傷・致死など
の結5誌が生じた恭子i土し「特定犯罪加重処罰等{こ関する法律jの違反の界で一定範
留の腐敗犯採(収版界等)， li取・誘拐などの重い犯努および背任収財による「特
定経済犯罪加議処罰等{こ関する法律J(こ途反の~，特殊強姦などによる f伎暴力犯
罪の処罰}および被害者保護等に関する法律jの違反罪(法第5条第 I項策 1-'i予と第2
.ryつが該当する c 第ニ:こ，対象事件の未遂採，教i凌界，主?助罪，予備罪， I塗謀罪
(1可互主務 4，号)のみならず，改iE刑事訴訟法第 11条10)による「関連事件j として隠
ーの被告人が対象事{守二と対象事件でない事件で併合され起訴された場合， または共
JE あるいは露連事件で数人の被告人が起訴され，併合・審理する事件(開演芸~5
号)も対象議{牛に含まれる。その他， r裁判所組織法j第 32条第 l項第 3号による
合議部管轄若手{牛のうち，最高裁判所規則で定める事件喜子爵民参与裁判の対象毒事件と
規定していると
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4.被告人の意思の確認手続
[J，J氏の刑事裁判参与に関する法律は，第 8 条でi諸民参与裁判の実施可~に関して
被告人の意思を反映させるため，被告人の意思:s:確認する手続を規定している ε 同
法は，意思反映方式として被告人が積極的{こ希望した場合のみ闘民参与裁判をする
f希禦主義j を，意思確認方式としては f護国主義Jを採用している 11)。そして向
法は，被告人が際民参与裁判に対する選択権を行使する際，不十分あるいは不正確
な情報ないし知識に基づいて判断念する恐れがある点ぞ考慮し，被告人が以前の意
思診器すことをナ許す規定を設けている。ただい手続の安定性を確保するために，
意思の躍しのiI寺郊に昔話[伎を置き，向j去第ヲ条第 1項の排除決定または第 10条第 1
演の自前決定がある場合あるいは公判準俄期日が終結した場合，第 1自の公判期日
が開かれた後には‘以前の~}思を:"Ì立すことができないように規定している(同法第
8条第4項)。
5.裁判所の排除決定制度の導入
法第9条第 1項は，医!民参与裁判に適合的でない事件公類型{とし，このような事
件については，裁判所の裁誌として由民参与裁判を排除する決定ができるように規
定している c
波紋j所の排除決定事由は，第一に，組織暴力透明ニのように，賠審員またはそ予備活
復員の本人および親族の安全を脅かされる，あるいは戦務を公正に遂行できない恐
れのある場合(法第争条第 l項第 14子)，第二{こ，共犯の中の一部が国民参与裁判を
望まないため被告人JjIJ!こ証拠調ベセしなければならない場合，あるいは事件を分離
することが効率的ではない場合(河現第 2.0-)，第三に，その他，悶民参与裁判で進
めることが適切ではないと認められた助会(問項第H予)である。
6. I務審員に関する事項
(1) 陪著書員の数一…事項別変動制の導入
法第 13条第 l項によると， J務審員の数は，法定刑が死刑，無期懲役または無期
禁園{こ該当する対象事件の場合は 9人，その他の対象事件については 7人，被告人
が控訴事実の主主主内容を認めた場合は 5人である。そして，河条第2項は，事件の
内容に照らして特別な事憶があると認められ，検事・被告人または弁諮人の間意が
ある場合{こ限札賠審員の数を 7人と 9人の中で，開条第 1項と違って選択できる
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ように規定している。これは，おそらく毘民参与裁判を進行することによる終詩
的・続済的な損失ぞ減らすためであるといえる 12)0 
(2) 結審員倹矯者に対する怠遊申立制度の謬入
留氏の刑事裁判参与{こ関する法律は，陪室奈良絞補者に対する検事・被告人または
弁護人の忌遊中立をナ認めている。そこには，陪審員の不公平な判断など，一定の恕
自に3毒づいて賠議員候補者{こ対して忌避けi立をする理由付き忌、遊中立の「賠議員(こ
対する忌避けヨ立J(法第28条第 1Jiejと第3駁)と，忌避漂白喜子提示しないで陪審員候
補者{こ対して忌避け1立をする「狸I1のない忌遊中友J(法第30条)がある。 しか
し，理由のない忌避けヨ立には，陪審員候補者数の過半数に該当する許容屈数の制限
がある(悶条第 i項)。潔取付き忌避申立は，公平な陪審員毘を構成するために，践
の中で資協のない者に対して行うものである。「理由のない忌;j!!申立j
制度は，塚治公提示した忌i度中立{こ対して殺判所の楽却決定が誤った場合，即時的
な数済手段として機能する点と，公正かつ[弱肉の結審員を構成することができる
という社会的な潔解を増進させる認定的な役割合果たすJ去を等感したものといえ
る13)。
7.搭審員の評議と評決
(1) 裁判長の設甥義務
法第 46条第 1項によると，裁判長は，弁論の終結ーした後，法廷で控訴事実の婆
旨と適用法条，被告人と弁護人の主張の要旨，証拠能力，証拠の要旨，その他，綴
怒する事項に関して説明しなければならないc 裁判長の説明義務は，法律に関して
専門知識のない陪審員が正しい評決ミケ下すことのできるように指導または助力する
機能喜子担うことが考慮、されたようである出。法~ 46条第 1墳の fその他，緩怠す
る事項J(こは，被告人の無罪推定，証拠裁判主義， El出心証主義の各燦刻，被告人
の証拠提出の拒否や法廷で、の黙秘が被告人の有罪を裏付けるものと解釈できないこ
と，誌拠能力が排徐される証拠は然視しなければならないこと，続審員の各手続上
の義務，評議および評決の方法，などが該当するといえる 15)c 
(2) 半目撃の陪塁審員評議への参与
0氏の刑事裁判参与に関する法律は，第 46条第 2壌において，原則的に裁判官
の罷与なく陪審員が有浮か然浮かに関して評議し，評決するよう規定している。評
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議{立1;長議員の有罪か無罪かに関する判断に至るまでの協議を窓味し，評決は当該事
件に立すする結審員の最終判断念意味する c 一方，同条第2項但書きと第3.援におい
ては，陪審員の過半数の要請がある場合ふ陪審員が全員一致の評決{こ宝らなかっ
た場合，審理に際与した判事が括審員の評議に参与して窓見~開陳できるように妓
定している。同条第 2~質に規定されている f判事の意見J は， l*=f審員らが全員一致
の評決に歪るまでを効力する程度の意味を持つに過ぎないが，開条第3項{ま参審制
的な評議方式ぞ想定したものであるため，ここで波定された f判事の意見jは，そ
の範留に何らの制限もないといえる則。
(3) 単純多数決による評決の導入
菌民の刑事裁判参与に関する法律は，第 46条第 2項但書きと第 3項において，
踏審員が全員一致の評決に至らなかった場合，単純多数決の方式で評決できること
を認めながら，評決の前に審潔に関与した半u若手の意見守必ず開くよう定めている。
向i去が単純多数決による評決を認めたのは，評決不能 (hung，iury)の場合に現れる
1寺間的・経済的な損失に対する憂慮、とこれに伴う難しさに起因するといえるli)。
(4) 湾審員の評決の勧告約な効力
法等~ 46条第 5項{ふ国民参与裁判では陪審員の評決が裁判所を拘束せず，ただ
勧告的な効力のみな脅することを7規定している。これは，陪審員の評決の務束力を
認めた場合， r1A法第27条第 1項で規定している被告人の裁判官から裁判を受ける
権利金侵害することになるという点と，刑事;去の執行の不平等と法的不安定住~免
れるという点会考慮したものである l品)。
(5) 評決結祭および愛別に関する意見の記裁，管獲および告知方法
法第 46条第 6項{ま， 1筏審員の評決結果ぞ法廷で公隠する手続を加に置かず，専
ら陪議員の評決結果と量刑に隠する芯:見守集計ーした書面を訴訟記録として綴じて保
管するように規定している。これは検事，被告人など，訴訟記録!沼覧権合持つ者が
関覧を通じて評決結果ぞ理解ーすることができるようにするためである。
国民の刑事裁判参与に関する法律は，第48条第4壌において，裁判長が判決を
宣告する際，被告人に硲審員の評決結果公告知するように規定しているが，陪審員
の;量刑に関する意見に対しては，告知義務を課していないことから，告知するか否
かおよび告知の方法は，裁判部の裁量にかかっているといえる19)。同法が時審員
84 
(資料〕第5問潟IlJ大学法学部・法科大学i淀 斡溺火学技法科大学学際交流会
の代表などの評決結果の郎設について別{こ滋定しなかったのは，法第48条第4項
の裁判長の告知義務全考慮したものであるおん
8. の量刑に関する討議と意見の隠探
国誌の刑事裁判参与に関する法律{ふ第 12条第 l項と第 46条第4項から，同条
第 2 項および第 3 演の倍議員の評jjとが干す~の場合{こは，階審員が審理に関与した判
事とともに鼓別について討議し，またそれに関する芯:晃を開保するように規定する
ことによって， が級業裁判宮の殻別手続{こ参与することを許している。これ
{ま，ある程度参室長秘的な性格合反映したものではあるが，陪議員が専ら意見のみを
開陳するという点、と陪審員の最前に関する意見が裁判所守拘束しないという点にお
いて，参審制あるいは陪若手制と区別されるお。
11. I翠誌の刑事裁判参与制度の問題点に対する改善提案
1.基本骨擦としての括審棋の採用
前述のように，溺災の術事裁判参与に隠する法律による国民参与裁判制度は，結
審制と参議秘会混合した形を取っているが，ここにこの制度についての殆んどの問
題点が生じているといえる。IJiI民のE立法参与には，可能な限り既存のs僚主義的・
権威主義的なE司法の期銭殺と硬直性による不公正かっ不透明な判決を紡ぐため，一
放出民が裁判に直接参与し事実関係を客観的に判断することによって，裁判の公正
性・客観性・透明性な確保しよう， という国民の認定、が含まれている。このような
意味からすると，際民の司法参与制度を初めて施行するjz場からは，制度の定着と
望ましい方向での運営・発授を図るため，この制度の基本骨格七司法{こ対する不
信の主体である官僚的な総菜裁判官の影響を受けず，自由な評議過程営通じて事実
関係lこ対する判断と議論が進められるような独立した渓!民の刑事裁判参与制度であ
る結審制にするのが，より合理的であると考えられるお。なせ、なら，刑事|怒審命u
は，官僚独占の刑事E司法を国民司法{こ変えられる最も効巣的な国民のE司法参与制度
であるからである c
2.名称の改
法第2条では，由民参与裁判に参与できるとして選ばれた者ier倍議員j と規定
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している c
しかし，国民の刑事裁判参与に関する法律による国民参与裁判の形態は，陪審箭u
と参洛t討を混用した方式である。このような形であれば，国民参与裁判に参与する
おを陪審員と呼ぶということは，むしろ一般国民に混乱含招くことになるかも知れ
ない。すなわち，陪審員という名称は，一般国民にアメリカ型の結審制全思い起こ
させることになり， [司法が，結審制と参議制の混合形態ではなしあたかも陪審制
全採択しているような印象合与える。しかし，本米の結審制は，法律を知らない一
般国民が法律専門家である機業官僚裁判官と完全に分離され，被告人の翁w・無罪
のことだけを判断する制度である乙
したがって，陪審昔話と参議制が混用されていて， またその構成も~!設業裁判官の 3
人と一般国民の 5'"'-'ヲ人から成っているため，国民参与裁判{こは，結審員という名
称は不適切であり，むしろ中立的な意味を内包している f参与市民j という名祢の
ほうがより適当であるといえる。もし，参与市民という名称を使う場合，参与市民
が参与する刑事裁判に， [笥j去と向様{こ i[;j1]民参与裁判j という名称を使用すること
は lßí~ しくないと考える。しかし，国民の司法参与制度の基本形を措審制へと改善す
るとすれば，結審の名称はそのままにし， [主i民参与裁判という汚諮全 ifiJ挙結審裁
1向jへと改正するのが妥当であろう。
3. I諮審員の数
前述したように， [;11民の刑事裁判参与に関する法律は陪審員の数念事案によっ
て， 5~9 人に綴定しているが(法第 13 条)，これは，事件の多様性・複雑性および
処理の効率{室等合考慮したものといえる c
しかし，このような規定は，被告人の公正な留民参与裁判を受ける権利などに主
限点を置くよりも，刑事可法・裁判業務の効率性をあまりにも強調しすぎるという
印象を与える。もし，陪議員の数が少ない場合(例えば， 9人以下)には，少数意見
が陪議員の全体に影響~与える余地は拡がる。これによって，国民参与裁判の核心
である評議過程での，より民主的で、実質的な議論が妨答される危険性があるといえ
る23)。そして，被告人が控訴事実の主婆部分を認めた場合{こは，国民参与裁判の
必要性jこ疑問があるにもかかわらず，同法は!務審員 5人の|治民参与裁判全遂行させ
るので，必要のない訴訟費用を支出させるような結果な招くことになるc それにも
かかわらず，開法が陪審員の数に対しその上限~9 人と決めたのは，すでに合議音f)
の裁判官の 3人が陪審員の評議過程に参与することをナ考慮、したことに起留するから
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であるな
しかし， Of誌の司法参与の常定的な効5裂を導くことにより， これを早期に定着さ
せるためには， r筏議長の評議過程における職業裁判官の参与を完全に排除し，
と評決lこ対する職業裁判官の影響力を巡ることが合理的である出。このような意
味で階議長の数は，歴史的な経験，多数の安定性，より実質的な議論，参与市民の
偏~による誤った判断念紡ぐことなどを考慮、して， 12人以上とするのが合理的で
あると考える25)。
4.対象事件の調整
法第 5 条で~たように，国民参与裁判の対象事件が主に一部の重い犯~に限定さ
れていることは， I第 1段階の制度の施行初期には， 100件ないし 200件の対象事
件について関民参与裁判を実施することを前提にj したからである。 1年間の留民
参与裁判の件数は，被告人の同意率，無罪率など，多様な変数によって左右される
ことから， これを苦手前に予測することは，事実上非常に難しい26)c それにもかか
わらず，施行初期の開決参与裁判の件数合人為的{こ 100~200f引こ制限することが
現実的に可能で、正当であるかという疑問がある。一方，開決参与裁判制度の導入初
期における現実的な状況に鐙み，重罪の刑事事件から爵民参与裁判を実施しようと
する向法の趣旨については，特別に異見はない。しかし，一絞樹氏の法律に対する
感情および常識とは議離する判決の遺産によって司法権に対する関民の信頼が失墜
したことから見れば，国民参与裁判の対象事件を単純に重い刑事事件{こ限定するの
ではなく，一般人の法律に対する感情と掛け離れた判断が下されている事件の類
型，つまり，国家公権力の判断が介入する事件，国家公権力が被答者になる事件，
労働関連の刑事事件，詞家保安法の関連事終二などにまで，その範鴎を拡大すること
には非常に意味があると考える的。一絞箆民の法律に対する感情は，国家公権力
の行使について国家の法秩序そ優先する傾向を持つ官僚的な職業裁判官と異なるこ
とから，国家公権力と一般国民が互いに対立する類裂の事件に悶民参与裁判をまず
適用することは重要な意味を持つ28)。のみならず，このような事件等に盟民参与
裁判を適用し，結審員が直接有罪か無言書かを決定すれば，国民参与裁判の結楽に対
する公正性と信頼性そもかなり高めることができると考える2針。
5.裁判所による排総決定の箆止
関民の刑事裁判参与に関する法俸は，第9条において，関誌参与裁判制度の第 l
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段階の実Jtili過程で全国的(こlOO~200 件に予定していることを7現実的にゑ苦慮して，
f裁判所の排除決定J合許している。
しかし，被告人の権益令保障するために導入された国民の刑事裁判参与制度にお
いて合理的，具体的な法律的根拠なしに裁判所の戦権によち人為的に被告人を由民
参与裁判から排除することは，国民参Ej・裁判を「被告人が選択で句きる権利j として
認めることと矛盾し，また慾法上保障されている裁判を受ける権利を侵答するので
違憲.の要践となる恐れが高し本来を取り違えた考えである30¥ さらに，裁判所
の排除決定率自には非常に媛l床で抽象的な表現が使われていることから，合理的な
線拠になち得ない(fyUえば，法第9条第 l項第 1~~-と第 3 .~})c 隊法は，裁判所の排除
決定に対して直ちに抗告することを許しているが(法%9条第3項入裁判所の排除
決定は，主に司法行政上の裁判の難しさを理由に行われるものなので，即時抗告が
認容される余地は非常に少ないため，郎待抗台によって裁判所の排除決定を補完す
るという発想、は適切ではない。結局，被告人の国民参与裁判{こ対する希望を無視す
る裁判所の職権による排除決定は，被告人の国民参与裁半U{f受ける権利;こ対する侵
害を意味するものであり;=司法{こ対するさらなる不信を招くことから，許容しない
方が妥当であると考えられる 31)ε
6. r結審箆の評議と評決
(1 ) 陪翠の評議過程への職業裁判官の参与の廃止
ITfiI民の刑事裁判参与{こ関する法律は， ~ 46条第 2項と第 3項において陪審員の
過半数の賛成または全良の意見が…致していない場合ぞ前提{こ，職業裁判官が評議
過程に参与することをヲ許している(fI係業裁判官の評議過程への参与J)。
l筏審員の評議で重要なことは評議の独立性の保障であるが，これは，賠議員が評
議過程で自由かつ民主的な討論方式を綬て，客観的かつ公正に有罪か無界かの判断
を下すことができるようにするためのものである32)。たとえ， I司法が職業裁判官
の評議過程への参与については， 1務主務員らの全員一致の評決を促すことを前提にし
ていたとしても，事実上，職業裁判官が誌拠の証明カや有罪・無罪の事実認定に直
接的な影響を及ぼす苦手頃に関して志:見守litJ探することができるということは看過で
きないc したがって，総菜裁判官の評議過程への参与は，職業裁判官が持っている
法律知識と法曹の経験などを通じて陪審員の裁判所への従属'1主主ァ招くことになる c
のみならず， 1務審員の評議の民主的な議論構造は勿論，評議の過程自体が歪曲され
ることも考えられ，いかなる場合でも，職業裁判官が|筏審員の評議過程に参与する
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ことは認めないのが合理的であると考える33)。
(2) 全員一致方式の評決
46条第 3Xl'!では，陪審員の 1次評決で全良一致:こ安らなかった場合， 1綴業
裁判官の意見守開いた上での単純多数決方式の 2次評決によって有罪の評決念下す
ように波定(I単純多数決15式の評決J) されているが， これは，評議過認の長期化に
よる訴訟遅延の恐れを考慮したものであると考えられる。
しかし刑事訴訟では，訴訟経済よ与も災体的な真実の発見と被告人の人権保障
がより重要な意味ぞもつコ単純多数決方式の評決は，評決不能の善玉f7Uを減らすこと
はできるが，納得しない少数者A と多数者との潤に緊張と葛藤を1:み，関民参与裁判
に対するj諸経度念減少させる危険性が高い34)。実際に，国民の可法参与鰐箆の最
もE重要な部分である陪議員の評議過程で民主的な討論と議論，そしてこれらを通じ
て相互説得合可能にするのは，全員一致制の評決であるといっても過言ではない。
それにもかかわらず，訴訟経済に立!慨して単純多数決方式の評決を:d9:容するとすれ
ば，評議過額における論理的で合理的な討議合通じた樹立説得ょうは， j隠人の意地
と3三?設を支滋させようとする多数の横暴と妥協および少数意見の無視が支配する危
険性が大きいc これはもう一つの民主主義の歪紛であるといえるお)む全員一致制
の評決そ採択した場合，現実に評決の不能が生じ得るが，この場合lこは，会員一致
制の評決を認めることよちも，これを綴持しながら，被告人の人権保障と霞民のE司
法参与制度に対する積援的な参与を誘導するのに最も適合した解決策合探すことが
より大切である36)。このような窓味で，評決不能による訴訟遅延に配慮して全員
一致i械の評決を認めるということは，本来を誤った決定であるといえる。
(3) 結審員評決の譲束力の認定と評決結果の公開
隠氏の刑事裁判参与に関する法律は， の評決は裁判所を拘束することはで
きないとし，評決に「勧告的な効力jのみそ付与しているコこれは，路復員と
裁判官との間の評決結果が板違した場合，後者{ま前者の評決金無視して反対の判決
を下すことができるということを意味する。
しかし， これは，一般箇民の代表性を持つ街ミ奈良の判断(すなわち‘国民の判断)
{こ対して窓{表的な職業裁判官が評簡をすることを意味するもので，両者にとって大
きな心恕的負担である。 i諮審員の判断が常識的・普遍的な合潔殺を充足する仮ち，
iIEしい一正しくないjなどの専門的な評価の対象とはならず， は自分遠の
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半1J1守iJll!仰を説明する必要がないという点が，間民のE司法参与制度の本質であろ
う37l，これと途って，職業裁判官によって評決結果が欝る可能燃が存夜する状況
では， F吉審員が裁判過程に支任!さと意欲を持って務経的・能動的に参与することを
}[:I保しにくいのみならず，裁判結果に対する信頼性もまた確保しにくい。それにも
かかわらず，評決の勧告的な効力が強調されるのは，一般人の判断{こ対する宮僚約
な職業裁判官の不信が内夜しているからであるといえよう c 国民の可法参与制度が
liXJ)J事1に定着するためには，陪審員が，裁判手続の正当性は勿論，裁判結果の正当
性にまで責イ壬そ負う存設でなければならない。なぜなら，それでこそ一般国民の積
綴的な裁判参与をナ誘導できるからである。このような怒i沫で，陪審員の評決に勧告
的な効力のみを認めて賠審員を単純に官僚的な職業裁判官の参考対象として取り扱
うのは，自民の可法参与自体の基本概念を揺さぶる結果{t招き，さらに進んで，8]
;去に対する匝民の信頼ぞ閥復することにも限界を示すものである刻。したがっ
て，事実問題に対する参与市民の評議結巣(有罪・無罪の1知的{こ対して総束力ぞ
付与することによって，参与市民の評決に対する信頼と権威全確保することが望ま
しし、。
開法はまた， r;音審員の評決結果と量刑に関する意見を集計した議:簡を単に訴訟記
録に綴じるように規定しているが，これは，評決に対する務束力を認定しないこと
とかなり密接した関連がある c すなわち， ~~~束力を認めない評決を法廷において口
頭で公開する場合，追って'g僚的な職業裁判官が下した判決と異なる時に生じ得る
裁判に対する不信感、および陪審員と宮僚的な職業裁判官の緊張と葛藤は，両者に相
当の負担になると忠、われる39)つしたがって，評決の務束力を認めるとともに，路
復員の評決は，裁判に対する透明性を高めること，間民の知る;権利の保障，公判中
心主義および口頭弁論主義の実現という原郎に従って，法定において口頭で公開す
るのが論理的でき設ましい40) こうすれば，一般国民は，ようやく国民参与裁判の
結果の公正性と透明性{こ対して信頼を置くことができる。
7.陪審員の量刑手続への参与と意見の関探
法第 12条第 p買と第46条第4.嘆において見られるように， r筏審員は，量刑の手
続に参与して意見を開陳するよう規定されている(1参与市民の鐙別手総への参与と
意見傍1凍J)。
しかし，量刑の手続は，事実認、定手続と異なって，より深〈法律問題を扱う手続
である。特に，量刑の資料(立被各人の私生活と関連した人格的・社会的状況と密接
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な関連があるため，時議員の登別予続への参与は，全く法律を知らない陪審員に
とって過度の負担となる41しこのような負担は，むしろー絞国民の童文科過程(こ対
する参与意欲を低下させるもので‘!諸民のE司法参与制度の順調なる早期定穏を妨げ
るものとなろう c たとえ陪議長が量刑に関する意見を渋l保するといっても，法律そ
知らない結審員が法律専門家である職業裁判官に法律問題について積極的な意見の
関係はしにくいことは明らかである42)c したがって，関誌の可法参与制度を早期
に定着させるためには，…絞国民が裁特に能動的・絞極的に参与できるよう，不必
要な負担は付加しないのが努ましいので，…般国民に特5J1jな法律知識がなくても簡
単な説示を遜じて容易に接近できる領域{こ，参与市民の役答Ij喜子秘取することが合潔
的であると考える43)コ
IV. おわりに
上述したように，臣民参与裁判制度の導入は，狭くは口頭弁論主義，直接主義，
集中審理主義，公開主主半IJj:義，誌拠開示制度などを実現させ，刑事E立法での被疑者
または被告人の権利保護(こ寄与し広くは由民主権主義と司法改革の観点から湾i去
の透明性・公正性・客観性・ f言級住・普遜伎を確保して可法機の滋用を禁制するこ
とでj'司法民主化の実現に設語訳することができる。
このような意味で，合理的で望ましい，副作用や逆効5誌の少ない樹氏参与裁判ilU
度ミケ確立することは，非常に重要であるといえる。 なる，国民
のための，富民による， Gi!1民のj'f]法を実現して司法の信頼性を掴復しようとする司
法改革の本質{こ最もよく符合する典型的な霞民の司法参与形態は，正{こ…絞E議決が
童文相j に参与し被告人の手'f~かfp.~罪かを?判断するアメザカ裂の「陪審制j といえ
る。このような立場から見れば，わが関の関民参与裁判もまたその基本骨格を|務審
制{こ合わせるのが司法の民主的な正当性・透明性・公正佳・ i詩毅{生・普遜性の確保
をナロ的とする司法改革の本質{こ，より符合するといえる
このよう:こすれば，結審制と参審制を混用した f国民の刑事裁判参与に関する法
律jの悶民参与裁判{こ起l去する裁判手続および評議過程の複雑性，多様な問題点な
どを事前に排除することができ，由民参与裁判会早期に確実に定着させることに大
きく宅寄与すると考える。
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1) 官僚主義的・権威友義的潟法というのは，可法の悶尽に立すする奉仕約機能を看過
ずることによって司法の議姿者で、主体であるー絞民民主ァ司法ヵ、ら溺離させて句法の
おするべき公1E性・透明性・信頼性を!則投しないままの状態の司法を主主旅する(努
I民話「合潔的な罰民の可法参与fiIJ度，ニ隠する小考……司法改革建議案と司法制
度改革推進委員会公聴会案に対する批'f'lJi' "10心に 1何事政策研究， 第 16老会第
2号 (2005年夏号)，韓国刑事政策研究院， 247 N)， 
2) 判決札前掲論文司 248N。
3) 可改主主怨議文は，司法改革と関jまして r持続的な経符発援，社会の民主化，沼
民意識の向上によって，念、激{こ変化した社会潔境をと受容するのに，われわれの司法
制度は漸次i浪界をと表すようになって， このため下等法と法留に対する沼災の不信と不
満が大きくなってきた。J(可法改務委長会?司法改革のための建議文J2004年 12
Fl 31払 1頁)…中路… f民主化・多元{と.~ìl際化の大きな流れの中で国民は成
熟したカ澄i'基本lこ5思決のためのE立法{e超えて 5国民の司法2としての転換を
期待している，J(司改委.言言掲芸L 2i支)と言及している。
4) 結審制の主主主終徴{こ関する詳細な内容は， jtl決詰 f可法改革と|務審制j民主J去
学，J選巻29号 (2005.12)，民主主義法学研究会， 100頁以下参照c
5) 参答filJに隠する詳紛な内需奈は，ヲtll9(飴， 1-泊掲論文(1合理的な 5国民の主立法参与
総j変3に関する小考J)，253 FI以下参照会
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